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エグゼクティブ・サマリー

2025年、ソフトバンクグループ（以下、SBG）が実施したAI関連技術を中心とする前例のない

規模の特許出願は、日本の知的財産エコシステムに深刻な衝撃を与えました。本レポートは、

特許庁の最新データ、業界専門家の見解、およびグローバルな知財競争の動向を踏まえ、SBG

の大量出願戦略の実態と、それが日本企業の知財戦略に及ぼす影響を多角的に分析したもので

す。

SBGの戦略は、単なる出願件数の増加にとどまらず、「AI発明者問題」「海外フリー特許問題」

「審査システムの逼迫」という3つの構造的課題を浮き彫りにしました。特に、日本国内での権

利化に特化し、海外出願を限定的にする「新オープン・クローズ戦略」は、日本全体の技術流

出リスクを高める一方で、国内市場における強力な先行技術障壁を形成しています。

日本企業は、従来の「防衛的知財戦略」から脱却し、AIを活用したアジャイルな知財創出体制

の構築、グローバルな権利化戦略の再構築、そして知財ガバナンスの強化へと舵を切る必要が

あります。

1. SBGの大量特許出願戦略の実態と特徴

1.1 異例の出願規模とスピード

2025年における日本の特許出願動向は、SBGの活動によって歴史的な転換点を迎えました。特

許庁のデータによると、2025年の日本の総特許出願件数は約35.8万件に達し、2008年以来17年

ぶりの高水準を記録しました 1 。この急増の主要因がSBGによる大量出願です。

特に注目すべきは、2025年12月の単月出願件数が82,188件（前年同月比+168.9%）という異常

な数値を記録したことです 2 。また、公開件数においても、2025年4月2日に1,808件、翌3日

に1,761件が公開され、6月2日時点では累計10,350件、2026年初頭には17,000件を超える規模

に達しています 3  4 。



1.2 生成AIを活用した「網羅的」出願手法

SBGの大量出願は、従来の人手による発明プロセスでは不可能な規模であり、生成AIを高度に

活用した「AI支援発明」であると広く推測されています。

出願された特許の技術分野は、ビジネスモデル（G06Q）を中心に、医療、金融、教育、モビリ

ティなど、AIの社会実装に関わるあらゆる領域を網羅しています。専門家の分析によれば、これ

らの出願は「特定のコア技術」を保護するというよりは、「AIを活用したビジネスアイデアの組

み合わせ」を機械的に生成し、将来の事業展開における「面」での権利確保を狙ったものと評

価されています 5 。

1.3 「海外フリー特許」を生み出すドメスティック戦略



SBGの出願戦略における最大の特徴であり、かつ議論を呼んでいるのが、「日本国内での出願に

偏重し、海外出願（PCT出願等）を極めて限定的にしている」という点です。

日経クロステックの調査によれば、日本企業の多くが費用の問題から海外出願を控える傾向に

あり、日本に出願されたが米国や中国に出願されていない「海外フリー特許」が数十万件規模

で存在します 6 。SBGの大量出願もこの傾向を極端な形で体現しており、推計では米国や中国

への出願比率は10〜15%程度にとどまると見られています。

2. グローバル知財競争における日本の立ち位置

SBGの動向を正確に評価するためには、グローバルなAI特許競争の文脈を理解する必要があり

ます。

2.1 中国勢の圧倒的優位と「フィジカルAI」の台頭

2025年から2026年にかけての最新データは、AI特許分野における中国の圧倒的な優位性を示し

ています。日経ビジネスが2026年1月に報じた「フィジカルAI（ロボット×AI）特許総合力ラン

キング」では、百度（バイドゥ）、華為技術（ファーウェイ）、騰訊控股（テンセント）の中国

勢がトップ3を独占し、日本は米国、中国、韓国に次ぐ4位に転落しました 7 。

また、世界知的所有権機関（WIPO）などのデータに基づく国別AI特許出願シェア（2025年時

点）では、中国が約38.6%を占めて世界首位となり、米国（約27.5%）を引き離しています 8

。



2.2 グローバル競争におけるSBG戦略の特異性

中国企業（バイドゥやテンセント）や米国企業（IBMやAlphabet）が、グローバル市場での技

術覇権と標準化を狙って世界中で特許ポートフォリオを構築しているのに対し、SBGの戦略は

極めて特異です。

SBGは、グローバルな技術標準の獲得よりも、**「日本国内市場におけるAIビジネスの独占的

実施権の確保」と「国内スタートアップ・競合他社に対する参入障壁の構築」**に主眼を置い

ていると分析されます。これは、グローバルな技術競争力強化という観点からは、必ずしもプ

ラスに働かない懸念があります。

3. 日本企業の知財戦略に与える深刻な影響

SBGの大量出願は、他の日本企業に対して多大かつ多面的な影響を及ぼしています。以下のマ

トリクスは、その影響を時間軸と深刻度で分類したものです。



3.1 先行技術障壁の形成と「特許の地雷原」化

最も直接的かつ深刻な影響は、日本国内のAIビジネス領域において巨大な「先行技術の壁」が

形成されたことです。

特許制度は先願主義を採用しているため、SBGが先に大量のアイデアを出願・公開したこと

で、他の日本企業（特にリソースの限られた中小企業やスタートアップ）が独自のAIサービス

を開発・出願しようとしても、SBGの公開公報が「新規性・進歩性を否定する引例」として立

ちはだかることになります 9 。

これにより、日本企業は新規事業を立ち上げる際、SBGの膨大な特許群を調査し、抵触を回避

するための「クリアランス調査（FTO調査）」に莫大なコストと時間を費やすことを余儀なくさ

れます。国内市場が事実上の「特許の地雷原」と化したと言えます。

3.2 「海外フリー特許」による技術流出と競争力低下

前述の通り、SBGの出願の多くは海外で権利化されていません。特許出願から1年半が経過する

と、その内容は全世界に公開されます。

海外で特許権が取得されていない公開技術は、海外企業（特に中国や米国の競合他社）にとっ

て、ライセンス料を支払うことなく自由に利用できる「無償のアイデアの宝庫」となります 6

。

皮肉なことに、SBGが日本国内の競合他社を牽制するために大量に公開したAIビジネスのアイ

デアが、結果として海外の競合企業に無償で提供され、彼らのグローバル競争力を高める材料

として利用されるという「技術流出」のパラドックスが生じています。これは日本全体の産業

競争力にとって重大なマイナス要因です。

3.3 特許庁の審査システムの逼迫と審査遅延

年間数万件規模の追加的な出願は、特許庁の審査体制に物理的な限界をもたらしています。

特許庁はこれまで「世界最速・最高品質の審査」を掲げ、平均審査期間を14ヶ月程度に短縮し

てきましたが、大量出願の影響により、2025年以降は審査期間の長期化が避けられない見通し



です 10。

審査の遅延は、権利化までの不確実性を高め、日本企業全体の事業計画や資金調達（特に知財

を担保とするスタートアップ）に悪影響を及ぼします。特許庁は対策として審査請求料の改定

（引き上げ）を検討していますが、これは結果的に一般企業の知財コスト上昇を招くことにな

ります 11。

3.4 AI発明者問題と法制度の揺らぎ

SBGの大量出願は、「AIが生成した発明を誰のものとするか」という根源的な法的問いを突きつ

けました。

2025年1月30日、日本の知的財産高等裁判所は「特許法上、発明者になれるのは自然人のみで

ある」との判決を下しました（DABUS事件） 12。しかし、人間がプロンプトを入力し、AIが大

量のアイデアを出力し、それを人間が選別・出願するというプロセスにおいて、人間の「創造

的寄与」をどこまで認めるべきかという実務的な基準は未だ曖昧です。

特許庁は2025年度中にAI利用発明の発明者認定に関する研究を実施し、政府の「知的財産推進

計画2025」でも法改正を含めた検討が明記されました 13。日本企業は、この法制度の過渡期

において、AIを活用した発明プロセスをどのように記録し、正当性を証明するかという新たな

コンプライアンス課題に直面しています。

4. 日本企業が取るべき対抗戦略と今後の展望



SBGが引き起こした「AI大量出願時代」において、日本企業は従来の延長線上にある知財戦略

を根本から見直す必要があります。

4.1 アジャイル型知財創出体制の構築

他社に先んじてアイデアを権利化するためには、研究開発から出願までのリードタイムを劇的

に短縮する「アジャイル型」の知財体制が不可欠です。

トヨタ自動車やソニーなどの先進企業は、社内の知財部門に生成AIツールを導入し、発明発掘

から特許明細書のドラフト作成までのプロセスを半自動化する取り組みを始めています。これ

により、従来数ヶ月かかっていた出願準備期間を数週間、あるいは数日に短縮し、競合他社の

大量出願に対抗するスピードを獲得しつつあります。

4.2 「新オープン・クローズ戦略」の再定義

SBGの「国内出願偏重」がもたらす技術流出リスクを反面教師とし、日本企業はグローバル市

場を見据えた権利化戦略を再構築すべきです。

• クローズ（秘匿化）の徹底: AIによって容易に推測・代替され得るビジネスモデル特許とは

異なり、製造プロセスやアルゴリズムの深層部分など、リバースエンジニアリングが困難な

コア技術は、あえて特許出願せず（公開せず）に営業秘密（ノウハウ）として厳重に管理す

る。

• オープン（標準化・権利化）の選別: グローバル展開に不可欠な技術については、費用対効

果を厳格に見極めた上で、米国・中国・欧州など主要市場で確実に特許を取得し、海外企

業に対する牽制力とライセンス交渉のカードを確保する。

4.3 知財ガバナンスと証拠保全の強化

AIを発明プロセスに組み込む以上、その正当性を担保するためのガバナンスが求められます。

米国特許商標庁（USPTO）のガイダンスや日本の知財高裁判決が示す通り、「発明者は人間であ

る」という原則は当面維持されます。したがって企業は、AIへのプロンプト入力履歴、AIが出力

した結果に対する人間による修正・選択のプロセス、そして最終的な意思決定の記録を、将来

の無効審判や訴訟に備えて証拠として保全するシステムを構築する必要があります。

4.4 IPランドスケープを活用した回避と共創

SBGが構築した巨大な特許網を正面から突破することは困難です。日本企業は、IPランドスケ

ープ（知財情報と市場情報の統合分析）を駆使し、SBGの特許網の「隙間（ホワイトスペー

ス）」を特定して自社の強みを展開する戦略が求められます。

また、SBGの特許群が将来的にライセンス市場に開放される可能性も見据え、対立するだけで

なく、クロスライセンスや共同事業を通じた「共創」の道を探ることも、特にリソースの限ら

れたスタートアップにとっては現実的な選択肢となります。



結論

ソフトバンクグループによる前例のない大量特許出願は、日本の知財エコシステムに「黒船」

とも言える衝撃を与えました。それは、国内市場における先行技術の壁を築き、審査システム

を逼迫させる一方で、海外への技術流出という深刻な副作用を孕んでいます。

しかし、この事態は日本企業にとって、旧態依然とした知財プロセスを変革し、AI時代に適合

した新たな戦略を構築するための強力なカンフル剤でもあります。

日本企業がグローバルな競争力を維持・向上させるためには、SBGの戦略を単なる「脅威」と

して恐れるのではなく、その手法を分析・吸収しつつ、自社の強みである「質の高い技術力」

と「グローバルな権利化」を組み合わせた、次世代のハイブリッド型知財戦略へと進化させる

ことが急務です。
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